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[bookmark: _Hlk69818057]　　　　　　令和７年度民間企業とのジョイントプロモーション事業
第１回募集
応募申請書

令和７年　　月　　日
　公益財団法人東京観光財団
理事長　殿


提案者　　社　　名
代表者名
　　

「令和７年度民間企業とのジョイントプロモーション事業」に応募いたします。


	担当者名（所属）
	

	電話番号
	

	E-mail
	




【応募要件】以下、全てに該当することを確認の上、必要事項を記載ください。
該当しない場合、応募対象外となりますのでご注意ください。
　　　　　　また、5月29日（木）に財団ホームページのお知らせ欄（件名：「令和７年度「民間企業とのジョイントプロモーション事業募集」のご案内（第一回）」）に掲載された主な質問への回答内容を十分に確認してください。
これらを確認した場合は以下をチェックしてください。
☒以下確認内容及び、主な質問への回答を確認しました
	No.
	確認内容

	応募者について

	1
	東京都及びTCVBと連携して事業を展開することが可能な、都内に事業所を持つ企業、団体、その他法人等か。

	
	【都内の事業者所在地】



	提案内容について

	2
	自社が保有する海外向け製品、サービス、人材等のリソースや、海外拠点及び設備等のインフラを活用する提案となっているか。

	
	【活用予定の自社保有リソースやインフラ例】


	3
	海外対象地域における現地一般市民に対する事業提案となっているか。
対象地域
欧米豪市場：アメリカ、イギリス、フランス、オーストラリア、ドイツ、カナダ、イタリア、スペイン
アジア市場：中国、香港、韓国、台湾、マレーシア、タイ、シンガポール、インドネシア、ベトナム、フィリピン、インド
その他成長見込市場：中東（サウジアラビアやUAE）、北欧（スウェーデンやノルウェー）、ブラジル、メキシコ

	
	【展開予定の対象地域】


	4
	令和８年３月上旬までに事業が完了するスケジュールとなっているか。

	
	【事業実施期間】



	5
	総事業費は10,000,000円以上となっているか。

	
	【総事業費】



	6
	過去複数年連続で本事業に採択されている場合は、今回の企画提案内容が過去の実施内容と大きく異なる内容であるか。

	
	いずれかにチェックをしてください。
☐はい　　　　　　☐いいえ

	その他

	7
	事業の実施にあたって、国・都・その他行政による補助金・支援金等及び民間事業者による協賛金等が支給されていないか。

	
	いずれかにチェックをしてください。
☐はい　　　　　　☐いいえ

	8
	事業の実施にあたり、応募事業者が主体的に本事業に取り組む提案となっているか。

	
	いずれかにチェックをしてください。
☐はい　　　　　　☐いいえ

	9
	共同事業者選定実施要領６（１）の提出書類・記載事項に不足がないか。

	
	【提出書類】今回提出するものにチェックをしてください。
☐応募申請書（様式２）※本用紙
☐企画提案書（A4版横・25ページ以内）
☐見積書（広告効果換算額及び総事業費見積り額がわかる資料）




